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１　問題の所在　―　福祉レジームの分岐論から収斂論へ

　およそ1980年まで民主化や産業化とともに発展すると考えられてきた福祉国家は、「収斂の終焉」（J. Goldthorpe）を経た1980年代以降、政治経済学による比較研究の対象となってきた。そこでは戦後福祉レジームの「分岐」が主題とされ、「分岐」をもたらす変数を特定することが目指されてきた。一方、1990年代後半から2000年代に入ると、グローバル化、産業構造の変化、少子高齢化など、先進国に共通の環境変化が指摘されるようになる。福祉レジーム研究の主題は、「分岐」の要因を探ることから、新たな環境への「適応（adjustment）」戦略へと移っていく。そこでは医療・年金など「古いリスク」への支出を縮減すること、労働市場の柔軟化を進めつつ女性・若年層・失業者への「社会的投資」によって「雇用可能性」を拡大させることなど、共通の政策方向が見いだせる。福祉レジーム研究は「分岐」論から再び「収斂」論へと向かいつつあるのではないか、という問いが浮上している。

　しかし、国内政策の比較から視野を広げると、福祉レジーム研究には新たな課題が生まれている。とりわけヨーロッパでは、市場統合の進展にともなって、福祉の境界線が国境を越えて変容しつつあることが指摘されている。福祉の境界線の変容とは、グローバル化とともに境界線が希薄化し、消失することを意味するものではない。また福祉の供給主体が重層化し、「ガバナンス」化することを意味するだけでもない。それは福祉を支えるメンバーシップの再構築、すなわち「忠誠（loyality）」や「連帯」感情の再構築という課題をもたらす。どこに境界線を引きなおすのか、新たな福祉の単位にどう正統性を調達するのか、境界線の内で「連帯」をどう作りあげるのかという問い、すなわち境界線の「再構造化（restructure）」という課題が新たに浮上する。

　本報告の目的は、福祉の境界線の「再構造化」をめぐって、各国でどのような政治が展開されているのかを分析する枠組みを探ることにある。ここで対象とするのはヨーロッパの社会政策それ自体ではない。報告者はヨーロッパの専門家ではなく、この分野についてはすでに多くの優れた研究がある（網谷 2008；小川 2009など）。本報告の目的は、ヨーロッパ統合の進展と国内福祉レジームの相互関係に着目し、そこに「新しい福祉政治」と呼ぶべき空間が浮上している、と指摘することである。この点に関する研究動向は、国境線を前提として発展してきた従来の福祉レジーム研究に刷新をもたらす可能性がある。

　以下では、まず比較福祉レジーム研究の今日までの動向をふり返る（２）。90年代から今日までの研究は、国境線を前提とした制度比較として発展を遂げてきた。そこでは環境変化への「適応」戦略が焦点となり、近年では一定の収斂傾向が見いだせるようになっている（２①）。次に境界線の「再構造化」をめぐる研究動向をふり返る。とりわけ注目されるのはロッカンの歴史研究を今日に引き継いだマウリツィオ・フェレーラの研究である。ここでは彼の理論のポイントを要約し、従来の福祉レジーム研究に与える示唆を指摘する（２②）。第3節では、90年代フランスの付加年金改革を事例としてとりあげ、フェレーラの理論の妥当性を検証する（３）。最後に本報告から得られた知見を要約し、今後の研究課題を提示する（４）。

２　比較福祉レジーム研究の展開

　本節では今日までの比較福祉レジーム研究の流れを概観し、それらが国境線を前提として発展してきたこと、近年では「分岐」論から「収斂」論へと焦点が移りつつあることを指摘する。

①1990年代以降の比較福祉レジーム論

(1)1990年までの歴史的アプローチ

　比較福祉国家論は、およそ1990年を境にして大きく二つのアプローチに分けられるように思われる。1980年代までの研究では、歴史的アプローチが一つの主流となってきた。P. フローラとA. ハイデンハイマーは、経済発展と民主化を主な指標とした福祉国家の拡大と分岐を検討し（Flora and Heidenheimer ed. 1981）、D. アシュフォードは福祉の制度化を主導した社会階級、思想、中央・地方関係などに着目して、各国の成立史を詳細に比較した（Ashford 1986）。1986年に発刊されたフローラ編集の共同研究は、こうしたアプローチの集大成であったといえる（Flora ed. 1986）。フローラはS. ロッカンの政治的近代化論を引き継ぎ、福祉国家の形成過程をⅰ国家形成（state formation）→ⅱ国民形成（nation-building）→ⅲ政治参加（participation）→ⅳ再配分（redistribution）という四つの段階として捉えた。その過程では、宗教―国家、集権化―市民自治、一次産業―二次産業、労働―資本という軸にしたがって、各国ごとに異なる「社会的亀裂（social cleavages）」が埋め込まれる。これらは戦後の福祉制度にも反映され、「国家性（stateness）」（国家の比重の大きさ）の分岐をもたらした、という。以上の研究に共通するのは、多様な変数を用いて各国の歴史を分厚く叙述し、「普遍主義的／分立的」、「再配分モデル／業績達成モデル／残滓モデル」などの制度類型の分岐を説明しようとすることであった（cf. Baldwin 1990）。

(2)1990年以降の共時的アプローチ

　一方、1990年以降に主流となる比較福祉レジーム研究では、歴史叙述はしばしば捨象される。国民国家の境界線が前提とされ、その枠内で主に第二次大戦後の政策や制度類型が共時的（クロス・セクショナル）に比較される。その方法的特徴は、「現実を最低限の変数に還元すること」、すなわちできるかぎり少ない変数によって、各国制度の分岐を説明しようとすることであった（エスピン-アンデルセン 2001: 114）。

　90年代以降に比較福祉レジーム論を主導したエスピン-アンデルセンは、戦後の福祉レジーム（公的保険、職域保険、民間保険、家族の組み合わせ）を分岐させる最も重要な変数を、階級間の権力資源と想定した（Esping-Andersen and Korpi 1984; Esping-Andersen 1990）。

それは労働者の階級的一体性、議会での連合戦略と議席占有率によって測られる。彼の研究は80年代までの福祉レジームの違いを説得的に示すものとして広く受け入れられてきた
。

　しかし90年代後半以降、福祉レジームをとりまく大きな環境変化が指摘されることで、このアプローチは下火となっていく。P. ピアソンは以下の四点を挙げている（Pierson 2001）。(1)経済成長の鈍化と雇用維持のためのサービスセクター拡大、(2)高齢化による医療・年金支出の増大、(3)女性の社会進出と家族の変容、(4)グローバル化による国際競争の圧力と亀裂（cleavages）の変容（輸出産業／国内産業、公企業／民間企業など）。産業変化とグローバル化は労働者階級の組織的一体性を低下させ、労使の権力関係を変化させる。この時期以降、福祉レジーム研究の課題は、新たな環境への「適応（adjustment）」戦略へと向かっていった（Scharpf and Schmidt eds. 2000）。当初は福祉制度・政治制度のもたらす「経路依存」によって、福祉レジーム「縮減（retrenchment）」の分岐が説明された（Pierson 1995）。しかし2000年代に入ると、福祉レジームの変化は単なる「縮減」ではなく中身の「再編（recalibration）」と見なされるようになる。資本移動の自由化とともに各国の財政制約が強まり、高齢化によって医療・年金など「古いリスク」への支出が拡大すると、これらの支出を抑制するための改革が進展する。かつて「凍結」状態にあると評されたドイツやフランスでも、2000年前後から医療・年金支出を抑制する改革が進められてきた（Häusermann 2010; Palier ed. 2010）。一方、情報・サービス産業の拡大は労働市場の二分化を引き起こし、長期失業者や非正規労働者への就労支援・就労教育という政策課題をもたらす。さらに女性の就労とともに従来家庭の中で女性が引き受けていたケア労働（育児、介護など）を外部化するという課題も生まれる。労働市場と家族の変容にともなう「新しい社会的リスク」の登場は、若年層・失業者・女性への「社会的投資」（就労支援、就労教育、家族への投資）を新たな福祉の役割として浮上させる（Taylor-Gooby 2004; Armingeon and Bonoli 2006）。

　こうして今日の福祉レジーム研究では、各国の福祉制度や政治制度は、共通の改革がどの程度進展しているかを比較し説明するための変数（受益層、拒否点）となる。福祉国家再編の「政治」とは、共通の改革の遅速をもたらす要因にとどまる。これらの研究潮流において、改革の方向性をめぐる対抗軸や、政治的な対抗関係を見いだすことはますます困難になっている。

②境界線の変容論

　以上のように、90年代以降の共時的アプローチでは、労使階級の権力資源、福祉・政治制度のもたらす「経路依存」など、福祉レジームの「分岐」を説明する変数が抽出され、精緻な比較研究が積み重ねられてきた。しかし福祉レジームをとりまく環境変化の進展とともに、それらの変数の規定性が弱まると、福祉レジーム研究はますます「収斂」論へと向かっているように見える。

　一方、国内の制度比較から視野を広げてみると、福祉レジーム研究には新たな課題が浮上している。とりわけヨーロッパでは、市場統合、EUレベルの政策協調の進展にともなって、福祉の境界線が国境を越えて変容しつつあることが指摘されている（Ferrera 2008）。それでは、境界線の変容は従来の比較福祉レジーム研究にどのような刷新を迫っているのだろうか。

(1)ヨーロッパ社会政策の未成熟

　まず確認しておくべきことは、リスボン戦略以降の社会的包摂政策の進展にもかかわらず、ヨーロッパ大の社会政策は、かつてフリッツ・シャルプが指摘したように（Scharpf 1998）、通貨統合や市場統合という「消極的統合（negative integration）」を補完する水準にとどまり、医療・年金など主要な政策まで含んだ「積極的統合（positive integration）」には至っていない、ということである。P. ピアソンとS. ライプフリードが述べるように、グローバル化やヨーロッパ市場統合の進展は、国家による財政・社会政策の自律性を掘り崩してきた（Pierson and Liebfried 2000）。各国は法人税減税、規制緩和、労働市場の柔軟化などを進める一方、福祉制度全般を調整したり、EUレベルに統合したりする取り組みはあまり進んでいない
。B. パリエによれば、リスボン戦略以後の社会政策は、市場への依存を軽減する「脱商品化」というよりも、職業教育や職業訓練によって労働市場への参入をうながす「再商品化」を目的としている。それは「知識基盤経済」への適応や労働・サービスの自由化という経済的要請に社会政策が従属していることを表している（Palier 2009: 530）。

(2)市場統合の国内福祉レジームへの影響

　ヨーロッパレベルでは市場統合が優先されているとしても、それが各国の雇用レジームや福祉レジームに与えるインパクトは異なる。近年ではこのインパクトを比較する研究が現れつつある（Menz 2008; Heidenreich and Zeitlin 2009）。たとえばクヴィストとサーリは、各国の社会政策へのインパクトを比較する指標として次の5つを挙げる（Kvist and Saari 2007）。(1)国家の規模。規模が大きいほどEUの政策に影響を与えやすく、規模が小さいほど影響を受けやすい。(2)福祉レジームの違い。(3)共同体への加入時期。時期が早いほどEUに影響を与えやすく、遅いほど影響を受けやすい。(4)政治的伝統。権威主義体制の伝統を持つ国ほど社会政策の「ヨーロッパ化」によって大きな変化を蒙る。(5)経済競争力。競争力の低い国ほど「ヨーロッパ化」に積極的で、高い国ほど消極的である。以上からみれば、南欧・東中欧の福祉レジームは「ヨーロッパ化」のインパクトを強く受けるが、西ヨーロッパのレジームへのインパクトは限定的となる。

　ヨーロッパ統合と国内福祉レジーム変容との相互関係に関する研究はまだ始まったばかりである。これらの研究動向のうち、最も注目されるのは、市場統合の国内政策への影響を指摘するにとどまらず、それが福祉の境界線の「破壊」と「再構造化」を同時にもたらす、と主張するマウリツィオ・フェレーラの研究である。

③フェレーラの理論枠組み

　そこで以下では、フェレーラの『福祉の境界線―ヨーロッパ統合と社会保護の新たな空間政治』（2005年）をとりあげ、三点のポイントを指摘したうえで、従来の福祉レジーム研究に与える示唆について要約しておきたい。

(1)方法

　フェレーラは、S. ロッカンやP. フローラの歴史的アプローチを引き継ぎ、福祉レジーム（彼の言葉では「社会保護システム」）の分岐を労使の階級権力ではなく、複数の「社会的亀裂」によって説明しようとしている。

　ロッカンは国民国家形成にともなう境界線の固定化を、ⅰ浸透→ⅱ標準化→ⅲ参加→ⅳ再配分という四段階として捉えた。フェレーラはそれを福祉レジームの「境界線の構造化」の過程としてとらえなおす。その過程では以下の亀裂がもたらされる。第一は、16世紀以降の宗教改革と国民形成期における中心―周辺（エスニック、宗教）、国家―教会という亀裂である。第二は19世紀の産業革命による一次産業―二次産業、労働者―使用者（owners）という亀裂である。第三は20世紀のロシア革命を背景とした共産主義者―社会主義者という亀裂である（Ferrera 2005: 18）。これらの亀裂に応じて固有の社会集団が生みだされる。各国はこれらの社会集団を抱えながら福祉国家を建設していく。

　北欧とイギリスは、国家―教会や地方間の亀裂が小さく、国家による中央から地方への統制が強かった。そのため戦後は単一の公的制度に国民全体が加入する「普遍主義的」制度が形成された。一方ドイツ、オーストリア、イタリア、フランスなどの大陸諸国では、民族的、宗教的、地域的な多様性のために、地方に対する中央の統制が弱かった。さらに産業化にともなって、一次産業―二次産業、労働者―使用者の亀裂が生じ、20世紀には社会主義者―共産主義者の間にイデオロギー的な亀裂が生じた。これらの国では単一の保険は発展せず、職域ごと（自営業者、農民、産業労働者など）に分立した社会保険が形成された（Ferrera 2005: 65-71）
。

　1950～60年代には、人々の生活水準の向上にともなって、給付水準を引き上げるための付加保険導入が政治的争点となっていく。二大政党制を取るイギリスでは、保守・労働両党が中産階級の支持を求めて競合し、すでに発展していた民間の職域保険への離脱を許容する所得比例型の付加年金が導入された。これに対して、一次―二次産業間の亀裂を反映して多党制（比例代表制）を取っていたスウェーデンでは、中道・保守勢力が複数の政党に分裂する一方、社民勢力とホワイトカラー層の連携が成立する。社民党のヘゲモニーが維持されることで、一元的な所得比例型の公的付加年金が導入された。次にドイツなど大陸諸国の多くは、1柱の基礎年金（職域別）のうえに、労使が管理する企業別付加年金が導入され、2柱として発展を遂げていく。ただし大陸諸国の中でも、フランスとイタリアは例外に属する。フランスでは、戦後の共産党の強い影響力を警戒した中道政党が、早い段階で幹部職・民間セクター労働者を対象とする公的付加年金を導入した（1947年、1961年）。イタリアでは共産勢力の反対によって付加年金の導入自体が失敗した。こうして両国では、他の大陸諸国のような2柱の企業年金が発展せず、国家的性格の強い年金制度となった（Ferrera 2005: 83-89）。

　以上のように、フェレーラは戦後福祉レジームの「分岐」を、階級間の権力関係という単一の変数ではなく、歴史的に埋め込まれてきた多様な「社会的亀裂」と、戦後の政党政治の組み合わせによって説明した。

(2)ヨーロッパ化のインパクトの相違

　このような歴史的アプローチの利点は、ヨーロッパ統合の進展によって、国民国家の境界線が変容する場面で明らかとなる。フェレーラによれば、ヨーロッパ統合は従来の境界線の「破壊」をもたらすだけでなく、地域・国家・超国家的レベルでの境界線の「再構造化」をもたらす。「再構造化」のメカニズムは、社会保護システムを構成する公的扶助、基礎保険、付加保険、私的保険という四つの柱（pillars）に応じて異なっている（図１）。

　　　　　　図１　ヨーロッパ統合と福祉レジームの変容
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　　　　　　出典：　Ferrera 2005: 211より筆者作成。

　ⅰ一番基底にある公的扶助は、国家のメンバーシップを枠づける最も根源的な制度である。それは労働者の移動の自由と直接関連しないため、ヨーロッパ統合の進展にもかかわらず、メンバーシップは国内に限定され、ＥＵレベルの制度調整の適用を受けないできた。ただし80年代から90年代にかけては、多くの国で社会的包摂政策と結びついた公的扶助改革が行なわれ、財源・管理権限がナショナルな単位から地域単位へと移されている。さらに2004年の欧州裁判所指令によって、EU内の市民と家族が自由に移動する権利が認められ、5年間の居住後に無条件に扶助権が与えられることになった（Ferrera 2005: 131-137）。

　ⅱ1柱の基礎保険のメンバーシップは国境線の枠内に限定されたままであり、強制から任意への転換もほとんど進んでいない。ただし2000年にニースで締結された「基本権憲章（Charter of Fundamenal Rights）」によって、EU内外からの移民にたいしても社会保険への加入権が認められることになった（Ferrera 2005: 150-153）。

　ⅲヨーロッパ統合が最も大きなインパクトを与えているのは、2柱の付加保険である。90年代に入ると、人口高齢化にともなう財政圧力、国際競争にさらされた企業の資本蓄積要請を背景として、多くの国で付加年金の比重が高まる。もともと職域的な付加年金が発達していた国では、その任意化や「市場」化が進んだ（イギリス、オランダ、デンマーク、アイルランド）。それ以外の国でも積立式の付加年金が新たに導入された（オーストリア、ベルギー、フランス、ドイツ、ポルトガル、スウェーデン）。医療においても同様に、企業別、共済、個人など様々なタイプの付加保険が導入された（Ferrera 2005: 145-148, 158-159）。

　ⅳ2柱の付加保険の一部では、3柱の私的保険への退出が認められていく。どの国でも3柱の私的積立保険が発展してきた。これらは域内サービスの自由化とともに、ヨーロッパの単一保険市場に統合されつつあり、保険会社の集中化が起きている（Ferrera 2005: 149）。

(3)新しい空間政治（New spacial politics）

　こうして国内で重層的に構築されていた福祉レジームは、ヨーロッパ市場統合の進展にあわせて2柱、3柱の一部が市場化・「ヨーロッパ化」し、地域的・国家的・超国家的制度の組み合わせによる新たなレジームへと変容を遂げつつある。フェレーラの議論の最も重要なポイントは、このような境界線の変容にともなって、従来国民国家の内部に凍結されていた「社会的亀裂」が「解凍」し、異なる形で政治的対立を浮上させる、と指摘することにある。

　ⅰ公的扶助や社会的包摂をめぐるサービス分野では、中央政府から地域へと権限が移行していく。中央の統制が弱く、地域ごとの民族的・宗教的多様性が大きかった国々では、中央―地域の社会的亀裂が顕在化し、新たな境界線が浮上する。とりわけ移民の受け入れや扶助権をめぐって「新しい地域主義」が台頭し、排外的な新右翼やポピュリズム運動が激しくなる可能性がある（Ferrera 2005: 235）。

　ⅱ年金や医療保険の組み合わせはますます多柱化へと向かう。その過程では、従来の制度構造に応じて各国ごとに異なるインパクトがもたらされる。そもそも1柱の比重が小さく、任意の職域的付加年金や私的保険が発展していた国々（イギリス、アイルランドなど）では、2柱、3柱の市場化や「ヨーロッパ化」は、大幅なレジーム変化をもたらさない。一方1柱の比重が大きかったイタリアや、2柱が公的に独占されてきたフランス、スウェーデンでは、この過程で大きなレジーム変動が引き起こされる。ヨーロッパレベルの制度調整をめぐって、国内に激しい政治的対立が生じる。ただしフェレーラによれば、市場統合、経済の開放化とともに、年金制度の一部が「ヨーロッパ化」していくことは不可避の流れである。これらの国も政治的緊張をはらみながら同じ過程を辿っている、という（Ferrera 2005: 224-228）。

(4)福祉レジーム研究への示唆と課題

　以上のように、フェレーラの研究は、国境線を前提として発展してきた従来の福祉レジーム研究に新たな視座を提供している。国境線を前提としたとき、各国の福祉レジームを分岐させる重要な変数は階級間の権力関係と、国内制度のもたらす「経路依存」とされた。しかしヨーロッパの市場統合やグローバル化とともに福祉レジームの境界線が変容していくと、国内制度は超国家的制度と地域的制度へと重層化していく。新たな境界線の「再構造化」をめぐって、階級的亀裂のみならず、それぞれの国民国家の形成過程で埋め込まれた「社会的亀裂」が浮上し、政治的対抗が顕在化する。実際、「ヨーロッパ化」のインパクトの違いは自由主義／保守主義／社会民主主義という従来のレジーム区分を横断しており、労働／資本という階級的亀裂にも対応していない。

　彼の議論はまだ仮説にとどまり、個別のケースについてどのような亀裂が浮上するのか（例えば古い亀裂と新しい亀裂との関係）は、十分に検証されていない。さらに福祉レジームの変容がもっぱらヨーロッパ市場統合にともなう2柱、3柱の市場化・「ヨーロッパ化」という文脈で捉えられており、各国福祉レジームの違いが、「ヨーロッパ社会モデル」をめぐって、どのような構想の分岐や対立軸を生み出すのかは議論されていない。

　以下ではこれらの点を検証し、フェレーラの理論に修正を加えるために、1990年代フランスの付加年金改革を事例としてとりあげる。

３　事例：1990年代フランスの付加年金改革

①フランスの年金改革

(1)事例の位置づけ

　フランス福祉レジームの特徴は「社会的独占（monopoles sociaux）」、すなわち1柱、2柱が強い国家的性格を保ってきたことにある。2柱は全国民が強制加入する制度とされ、3柱の私的保険は1990年代に入るまで発展してこなかった。これらの特徴のため、フェレーラによれば、90年代のヨーロッパ市場統合によって、フランスはスウェーデンと並んで最も大きなレジーム変動を経験することになった、という。以下では、そこでどのような変化が生じ、どのような亀裂が浮上したのかを検討する。

(2)先行研究

　まず先行研究の状況を確認しておきたい。90年代の年金改革を比較したJ. マイルズとP. ピアソンは、賦課方式が根付いた国では「二重払い問題（double paymet problem）」が生じるため、積立方式への転換は困難であり、私的年金の導入は限定的な範囲にとどまる、と論じた（Myles and Pierson 2001）。彼らによれば、既存の制度のもたらす「経路依存」によって、今後も年金制度の「収斂」は生じない。一方G. ボノーリとB. パリエは、マーストリヒト条約以降の市場統合の圧力と人口高齢化を背景として、最も改革が困難とされてきた保守主義レジーム（ビスマルク型のドイツやフランス）でも大きな制度転換が起きている、と論駁した（Bonoli and Pierson 2007）。両国では基礎年金が縮減される一方、公的付加年金が賦課方式から任意の積立方式へと転換しており、年金制度の「収斂」が起きている。制度の「経路依存」が限定的にしか働かない理由を、彼らは次のように論じる。人口高齢化の下で不利益を蒙る若年層は長期的には積立方式を望むようになる。年金改革は以下の四つの段階を経て、漸進的な形で進んでいく。ⅰ80年代の改革の困難。ⅱ90年代の穏健な公的年金縮減と一部の私的積立年金導入。ⅲ2000年代以降の賦課年金に依存する人の減少によるさらなる縮減と、私的積立年金による代替。ⅳ私的積立年金のさらなる拡大。こうした段階を経て、保守主義レジームの下でも公的年金は「急激な縮減（radical retrenchment）」へと向かう、という。

　以上のように、年金改革をめぐっては、制度の「経路依存」による「分岐」の持続か、それとも段階的変化による「収斂」かという対立が一つの論点となっている。ただし両者とも国境線を前提とした上で国内制度の変化を論じており、ヨーロッパ統合による境界線の変容が、各国にどう異なるインパクトを与えるのかは問われていない。そこで以下ではフェレーラのモデルを踏まえ、フランスの付加年金改革を検討しなおす。

②フランス付加年金の導入

　戦後フランスの社会保障制度は、戦前から存在する職域保険（職域的連帯（solidarité professionnelle））を官僚層が活用することで、国民全体への「一般化」（国民的連帯（solidarité nationale））を図ろうとしたものであった（田中 2006; Palier 2002）。付加年金もこうした性格を反映している。その起源は戦前からの幹部職・技師を対象とした年金共済にあり、戦後は労働者を対象とした企業別・産業別の年金共済が発展した。これらはそれぞれ、使用者団体CNPFと幹部職労働組合（中道労組CFTC、左派労組CGT、幹部職労組CGC）、および使用者団体と中道・左派労組（中道労組CFTC、左派労組CGT-FO）の労使協約に基づいて、公的制度へと組み込まれた。幹部職向けの公的付加年金AGIRCは1947年に、労働者向けの公的付加年金ARRCOは1961年に成立した。

　さらに1972年には、官僚層のイニシアティブ（労使も協力）によって、AGIRCやARRCOから外れた自営業者、農業従事者、中小労働者を組み込む形で公的付加年金の拡張が行われた（1972年12月29日法）。

　このようにフランスの付加年金は、職階・職域による社会的亀裂を反映した形ではあるが、公的性格に一元化された制度としていち早く発展を遂げた（ちなみにスウェーデンの付加年金は1959年、イギリスは1959年と1975年、ドイツは1974年の導入である
）。各々の制度は伝統的に「世代間連帯」に基づく賦課方式（Pay-as-You-Go、フランス語ではrépartition）を取っていたため、戦後の制度も賦課方式となった（Dupeyroux 2005: 1046）。

③90年代の付加年金改革をめぐる政治的対立

(1)ヨーロッパ市場統合、グローバル化の圧力

　1990年代に入りヨーロッパ統合が進展すると、労働者の移動にともなう社会保障の調整を定めた指令1408/71に基づく圧力が高まる。ヨーロッパ保険会社（Comité Européenne des Assurances, European Federation for Retirement Pensions）のロビイングを受けた欧州委員会は、公的保険、付加保険、私的保険の3柱構造を各国で調整し、特に3柱の域内市場への開放を目指すようになる。さらに世界銀行も1994年の報告書『高齢化の危機』の中で、年金の3柱化を提案する。すなわちⅰ国家の管理する最低保障年金、ⅱ積立式の付加年金（強制、労使協約、または個人加入）、ⅲ私的積立年金の3柱である（Raynaud 1996: 37-38）。このようなグローバル化、ヨーロッパ市場統合の圧力の下で、各国は年金制度の改革を迫られていく。

(2)2柱の改革

　フランスの付加年金が1柱に属するのか2柱に属するのかについては、90年代半ばまで欧州委員会でも意見が定まらず、制度調整の対象から外されていた（Coron 2003: 8）。とはいえ90年代初頭からは、上記の市場圧力と人口高齢化を背景として、国内でも付加年金改革をめぐる大きな論争が世論を巻き込んで展開された。そこで焦点となったのは「フランス型」の賦課方式か、「アングロ・サクソン型」の積立方式かという対立であった（Badeau 1997: 293）。

　銀行業界、保険業者、フランス保険協会FFSA（Fédération Française des Sociétés d’Assurance）は、人口高齢化による財政圧力を訴え、積立方式の拡大を主張する（Charpentier 1997 : 42-44)。労使協約に入らない自営業者も積立方式を支持した。

　一方、付加年金を管理するAGIRC、ARRCOは、積立方式の導入によって財政状況が改善するとは限らないことを指摘した。退職者団体、左派労組CGT、フランス家族連盟（Fédération des familles de France）も改革への反対を表明する（Charpentier 1997: 40-41; Béguerie 1998: 448）。

　両者に対して、社会党に属するロカール首相をはじめ、使用者団体、中道労組は、賦課方式を原則としながらも、制度の持続性を担保するために一定の積立方式を許容する、という折衷的立場を取った。ロカールの主導で作成された1991年『年金白書』では、高齢化による年金財政の逼迫が指摘されたものの、賦課方式は「世代間の社会契約」であり、全面的な積立方式への転換は「非現実的」であること、むしろ賦課方式を維持するためにこそ部分的な積立方式を導入する必要があることが主張された（Rocard 1991）。使用者団体と中道労組（CFDT、CFTC）は、付加年金を賦課方式とすることに「無条件の支持」を表明したうえで、限定的に積立方式を導入することに合意した（Béguerie 1998 : 460）。

　こうして1993年2月10日にARRCOの改革が、1994年2月9日にAGIRCの改革が行われる。その内容は、賦課方式から修正賦課方式（賦課、積立の混合）へと転換したうえで、任意の拠出部分を廃止し、強制拠出の一律引き上げを行う、というものだった。さらに1994年には自営業者向けの積立式付加年金（マドラン法contrat d'assurance Madelin）が導入された（Dupeyroux 2005: 1059）。

　以上のように、フランスの付加年金改革では、人口高齢化とヨーロッパ市場統合を背景として、銀行・保険会社が積立方式を支持した。さらに職域的亀裂を反映して自営業者も積立方式を支持した。一方、受益層である公的年金機構、退職者団体、家族団体、左派労組は反対した。これらの間にあって制度改革を主導したのは、使用者団体・中道労組であった。両者は賦課方式の持つ「世代間契約」、「連帯」という原理を承認し、その維持のために部分的な積立方式を導入する、というロジックを用いた。その際には任意性の要素が排除され、付加年金の公的・強制的性質が改めて強化されることになった。

(3)3柱の改革

　90年代初頭からは、欧州理事会指令などを通じて3柱の私的積立年金の導入が奨励されていく。フランス国内では、フランス保険協会FFSA、フランス銀行協会（Association française des banques）などが3柱の積立式企業年金や個人年金の導入を主張した。これに対して共産党、左派労組CGT、FOは、私的積立年金の導入が使用者の拠出義務をなくし、金融市場の不安定さのために個人に損失をもたらすとして反対した。

　私的積立年金をめぐっては、中道右派・左派の政治家、労使団体のあいだでも立場がさまざまに分かれ、容易に妥協は成立しなかった。とはいえそこに共通していたのは、「アングロ・サクソン」と「フランス」の対比であり、ナショナルな境界線の再確認であった。

　中道右派の共和国連合UDFに属するジャン＝ピエール・トマは、1993年11月18日の国民議会で「アングロ・サクソン型」の積立式年金導入を提案する。しかし右派の政治家の多くは慎重な態度を崩さなかった。例えば金融委員会委員長のジャック・バロ（Jacques Barrot）は次のように言う。「年金基金の創設はただ金融上の利益を生むためのものであってはならないし、ロンドンやニューヨークの株式市場を栄えさせるものであってもならない」。それはイギリスやオランダのように国外の保険会社に管理されてはならず、ドイツのように国内企業によって管理されるべきである、と（Charpentier 1997: 307）。右派政治家は、あくまでイギリスやアメリカの私的年金に対抗し、「フランスの利益」を守るという狙いからトマ法に賛成した（Palier et Bonoli 2000: 243）。さらに使用者団体CNPEも、「フランス」の株式市場発展と企業の資本蓄積を目的として私的積立年金を推進した（Charpentier 1997: 350-352）。
　労働組合の多くは私的積立年金に否定的だったが、中道労組CFDTはフランス企業がアメリカに対抗するためには資本強化が必要であり、企業による積立年金は制度管理を通じて労働者の権限を強化する、という理由でトマ法を許容した（Palier et Bonoli 2000: 243）。

　このように使用者・中道労組、右派政治家はそれぞれ異なる理由からフランス企業の管理する積立年金（使用者拠出）に合意し、1997年3月25日にトマ法（fonds d’epargne retraite）が成立する。ただし、同年7月に成立したジョスパン社会党政権は、賦課方式を原則とする公的年金を脅かすものとして、トマ法の施行を拒否する。1999年の報告書では次のように述べられた。「1997年3月25日の法律は…最も賃金の高い被用者を優遇し、個人ごとの保障を有利に取り扱い、社会保障の会計を弱体化させる。1997年法は政府の年金政策に逆らうものである」（嵩 2006: 287）。

　結局私的積立年金は、右派ラファラン政権の下で2003年8月21日法によって成立した。この法によって、個人の積立年金（PEIR：plan d’épargne individuelle pour la retraite）と、企業内で労使が管理する任意の積立年金（PPESVR: plan partenarial d’épargne salariale volontaire pour la retraite）が導入された。ただし年金改革法第1条では「社会契約に基づく賦課方式」の維持が改めて宣言され、私的積立年金はあくまで補完的なものと位置づけられた。

　その後もフランスでは、私的積立年金の発展は制約されたままである。2009年の年金支出内訳を見てみると、1柱の基礎年金が71.7％、2柱の付加年金が26.2％、3柱の私的年金はわずか2.1％にすぎない。私的年金の支出は2005年の40億ユーロから2009年55億ユーロへと増えるにとどまっている（Fédération française des sociétés d’assurances 2009）。公的年金と比較した私的年金の拠出割合も、2004年4.1％→2005年4.3％→2006年4.4％→2007年4.7％という微増にとどまり、年金制度の「社会的独占」という基本的性格は失われていない（Rémond 2009: 135）。

　以上のように、3柱の私的積立年金導入では、市場開放を求める保険会社・銀行に対して、共産党と左派労組が反対した。右派政治家、使用者団体、中道労組は「アングロサクソン」に対抗する「フランス」企業の強化という目的の下に合意し、一定の積立年金を許容した。しかしその後もフランスでは、他国に比べて私的積立年金の発展が大きく制約されたままである。

　　　　　図２　付加年金改革と「社会的亀裂」の浮上
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４　結論

　本報告では、国境線を前提として発展してきた従来の福祉レジーム研究に対して、国境線の変容と境界線の「再構造化」を主題とするフェレーラの理論を紹介し、1990年代フランスの付加年金改革を事例として、その妥当性を検討してきた。最後に本報告の考察をまとめておきたい。

　1990年代以降、グローバル化とヨーロッパ市場統合を背景とした企業間競争、さらに人口高齢化を背景として、年金制度の調整が各国の政治課題となってきた。その大きな方向性は、1柱の基礎年金を縮減し、2柱の付加年金の財源を積立方式へと転換すること、3柱の個人年金を導入・拡大することであった。こうした改革方向は、一部の国の年金制度に大きな変革を迫ることになった。

　フランスでも、90年代以降保険会社・銀行を中心とする国境を越えたアクターが浮上し、国内受益層との政治的対抗の中で、一定の制度改革が進められた。しかしフランスの付加年金改革は、現在までのところ、ボノーリやパリエの予測したような「収斂」に向かっているとは言いがたい。2柱の賦課方式から積立方式への転換、3柱の私的年金導入は、いずれもごく限定された範囲にとどまっている。そのうえ2柱の改革では任意性が否定され、公共的・強制的性格が改めて強化された。3柱の積立年金は「フランス」企業内の労使管理にとどめられ、ナショナルな境界線が確認された。こうした変化の限定はどう説明できるだろうか。

　大きく言えば、それは歴史的制度論の主張する「経路依存」によって説明することができる。ただしそれは、マイルズとピアソンの言うような賦課方式の「二重払い問題」の産物とみなすことはできない。同じように賦課方式の社会保険を保持してきたドイツでは、2001年以降の改革を経て公的年金の縮減（所得代替率70％から67％へ、支給開始年齢67歳への引き上げ）、企業年金（被用者の2/3が加入、フランスは1/3以下の加入）と個人年金（リースター年金）の拡大を経験しているからである。

　フェレーラの議論は、フランスの事例を説明するうえでもより示唆的であるように思われる。フランスの福祉レジームは、職階・職域的な亀裂を残しながらも、労使の管理する社会集団が公的制度として組み込まれ、全体としてみれば国家的性格の強い制度として発展を遂げてきた。年金制度の境界線が問いなおされるとき、フランスでは労使団体がともに「世代間連帯」という伝統を強化し、ナショナルな境界線を再確認することで、変化の範囲を限定的なものとした。これらは保守主義レジーム一般に見られる「経路依存」性というよりも、フランスの歴史的伝統に応じた境界線の「再構造化」として、よりよく説明できるように思われる。

　ただし、フェレーラの理論がフランスの事例を十全に説明できるわけではない。彼の想定では、ヨーロッパ市場統合の進展とともに、2柱、3柱が市場化・「ヨーロッパ化」していくことは不可避と想定されていたからである。言い換えれば、市場統合の国内制度へのインパクトが主題にすえられる一方で、各国の「社会的亀裂」の違いが、ヨーロッパ統合にどう反映し、その将来の「社会モデル」をめぐってどのような対立軸を生みだすのかは議論されていない。

　実際には、すでに指摘したとおり、フランス年金制度が市場化・「ヨーロッパ化」へと向かっているかどうかは定かではない。超国家的福祉レジームと国内福祉レジームの組み合わせがどのような形をとるのかも、未だ不確かである。一例として、フランス計画総庁が1999年に発表した将来の「社会的ヨーロッパ」像に関する報告書を挙げておきたい。そこでは以下のシナリオが提示されていた（Conseil général du plan 1999）。

　ⅰ各国が独自の年金制度を維持するが、2柱は民間保険との競争に開かれていく。

　ⅱ世界銀行が提起したように、1柱は公的最低保障年金となり、2柱の付加年金は公的年金、企業年金、私的年金の選択制となり、3柱はヨーロッパ単位の私的年金となる。

　ⅲ1柱、2柱は強制加入となり、2柱は賦課方式または積立方式で、ヨーロッパレベルの均衡を目指す。3柱は労使の管理するヨーロッパ単位の年金基金となる。

　ⅳヨーロッパ全体で制度調整が行われ、2柱、3柱の財政はヨーロッパで均衡させる。

　ヨーロッパ市場統合の先にどのような「ヨーロッパ社会モデル」が構想されるのかは、今後の政治に委ねられている。そこでの重層的な境界線のあり方をめぐる対立は、金融資本権力対労働権力といった単線的な亀裂ではなく、各国の国民国家形成期に埋め込まれた「社会的亀裂」に応じて、より多元的なものとなることが予想される。フェレーラの理論が示唆しているのは、ヨーロッパ統合にともなう福祉レジーム変容に関する研究は、今後ますます各国ごとの個別の歴史研究と結びついて発展を遂げなければならない、ということである。
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� エスピン-アンデルセンの議論を労働中心主義として批判し、労働者の技能形成に関心を持つ使用者のイニシアティブを強調する議論や、産業セクターごとの階級交差連合を主張する議論も現れた（Mares 2001; Swensonなど）。しかしこれらも福祉レジームを階級間の関係によって捉える点では同じである。


� 97年に導入された「開放的政策協調（Open Method of Coordination）」は主に労働市場政策と社会的包摂政策に適用されている。


� スイスやオランダでは、第二次大戦の影響によって職域別から普遍主義への転換が起きた。


� ドイツでは、1974年に企業年金改善法（Gesetz zur Verbesserung der betrieblichen Altersversorgung）が導入され、企業年金が労働法の中に位置づけられた（Béguerie 1998: 108）。
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